
団体名： 愛西市商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 104.4 ％） （達成度 102.5 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 82.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.6 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 102.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 110.8 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 93.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 96.4 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ
両方現行どお

り

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数
小規模事業者の金融、税
務、労働など経営につい
ての各種相談、指導を通
して経営改善を図り、継
続的な企業活動に資する
施策普及を通して、事業
の発展につなげることが
できた。

実績
数値

41

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

記帳継続指導

商工会の職員が、個人事業
主等を対象に正しい記帳方
法の指導と決算・確定申告
の  指導を行い、適正な税
務申告と経理の自計化や計
数管理による経営力の向上
に結びつける。

指導事業所数　　 195件
指導延日数　　　　832日
指導延回数　　 2,296回

小規模事業者

指標
指導事業所数

指標

目標
数値

2,400
実績
数値

2,505
目標
数値

40

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も未接触企業
を重点的に、積極
的な巡回指導に努
める。

巡回・窓口相談指
導事業

一般的に経営基盤の弱い小規模
零細企業を中心に、経営指導員
等の商工会職員が事業所へ訪問
し、融資等の金融相談・申告時
期の税務相談・労務相談等経営
全般について様々な相談への指
導をすることにより経営及び技
術の改善を図り、健全な企業を
育成するとともに、創業予定者
を始めとした経営全般に係る相
談窓口の設置により、経営改善
に資する指導を行う。

巡回窓口指導実企業件数
　　　　1,000件
巡回窓口指導延件数
　　　　2,505件
課題解決提案件数　　41件
経営革新計画承認件数　　1件

講習会事業

多様化する経営環境に対応する
ため、小規模事業者にとって必
要な金融・税務・経理・労働・
情報化等の知識習得や時事的な
問題についての啓蒙を図り、事
業者の資質の向上と円滑な事業
運営に資することを目的とす
る。

集団　　　　年11回
参加人数　　424人

個別　　　　年32回
参加人数　　400人

小規模事業者

指標
参加人数

引き続き適正な税
務申告及び記帳の
指導に努める。事
業所数減少のた
め。目標

数値
194

実績
数値

195
目標
数値

実績
数値

商工会の職員が、個人事業
主等を対象に正しい記帳方
法の指導と決算・確定申告
の指導を行い、適正な税務
申告と経理の自計化や計数
管理による経営力の向上に
結びつけることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

祭典事業

各種のお祭り・祭典などを開催
することにより、その集客力を
活かして地域の経済活動を促進
し、地域の産業（地域資源、観
光資源）ＰＲの機会とするとと
もに、地域の総合的な振興を図
ることを目的と
する。

一般参加人数
　桜まつり　  4月　　1,300名
　蓮見の会　 7月　　2,200名
　納涼まつり 8月　　6,600名
　商工まつり11月　 6,000名

愛西市市民
（中小小規模
事業者の存在
意義を明確に
し、事業に役

立つ）

指標
参加人数（一般）

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も会員のニー
ズに沿った講習会
を実施し、より多
くの参加者の出席
に努める。個別指
導集約のため。

目標
数値

1,000
実績
数値

823
目標
数値

指標

多様化する経営環境に対す
るため、小規模事業者に
とって必要な金融・税務・
経理・労働・情報化等の知
識習得や時事的問題につい
ての啓蒙を図り、事業者の
資質の向上が図れた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

地域振興事業

これからの地域経済の振興につ
いて、地域の実態把握とともに
地域経済振興に向けた対応を検
討するなど、地域活性化に向け
た各種事業に取り組み、地域商
工業の発展に寄与することを目
的とする。

ごみ袋販売店　　　149店
訪問・窓口販売　1,224店

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も集客力を活
かした地域の経済
活動を促進する事
業を実施する。祭
り会場集約のた
め。目標

数値
16,000

実績
数値

16,100
目標
数値

指標

各種のお祭り・祭典などを
開催することにより、その
集客力を活かして地域の経
済活動を促進し、地域の産
業（地域資源、観光資源）
ＰＲの機会とするととも
に、地域の総合的な振興を
図れた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

目標
数値

1,200
実績
数値

1,224
目標
数値

ごみ袋販売店　回数
指標

地域経済の振興について、
地域の実態把握とともに地
域経済振興に向けた対応を
検討するなど、地域活性化
に向けた各種事業に取り組
み、地域商工業の発展が図
れた。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

産業活性化事業

　それぞれの地域の特性を活か
した地域資源の活用や、特産品
の開発普及・ＰＲなどを行い、
また、売出し事業や地産地消の
推進などを行うことにより、企
業の発展及び地域産業の活性化
に資することを目的とする。

ふれあいの里(道の駅)
　　　参加企業数　　　45
観光振興事業(観光協会支援)
　　　参加人数　　   148
中元売り出し
　　　参加企業数　  　43
年末売り出し
　　　参加企業数　  　41

小規模事業者

指標
参加企業数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

ごみ袋の販売を通
じて、地域の実態
把握に努める。

経営強化事業

各種懇談会、フォーラム、異業
種交流、ビジネスマッチング等
の事業を実施し、企業交流の場
の提供、各企業の経営基盤の強
化、ビジネスチャンスの創造に
より、地域の商工業の発展に寄
与することを目的とする。

会員研修会
　参加人数　　142人

役員研修会
　参加人数　　12人 小規模事業者

指標
参加人数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

売出し事業等を通
じ、地域産業の発
展を図る。事業者
数減少による参加
者の減少のため。

目標
数値

250
実績
数値

277
目標
数値

指標

　売り出し事業並びにふ
れあいの里事業を通じ、
各企業や地域商業の活性
化が図れた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査・広報事業

　中小・小規模事業者関連
の施策に反映するために、
経営実態、地域景気動向、
消費者動向などを把握する
調査事業を実施する。ま
た、関連施策の利用を促す
ため、制度の周知をするた
めの広報活動を行う。

決算申告シーズン来る　   1,700
広報カレンダー　　　　 　1,300
金融の手引き　　　　　　 1,300
商工会ＰＲパンフレット　　 100
商工会のご案内　　　　　   100
小規模企業の皆様に　　   　200
ポスター　　　　3種類　    12枚

小規模事業者

指標

作成数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も異業種交流
による地域商工業
の発展を図る。事
業者数減少による
参加者減少のた
め。目標

数値
165

実績
数値

154
目標
数値

指標

各研修を実施して、異業
種交流・ビジネスマッチ
ング等の場を提供するこ
とにより、企業の交流、
経営基盤の強化が図れ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模事業者関連
施策の利用を促す
ため、制度の周知
を積極的に実施す
る。事業者数減少
のため。

目標
数値

4,890
実績
数値

4,712
目標
数値

指標

制度の周知をすることに
より、関連施策の利用の
促進が得られた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 愛西市商工会

得られた効果 備考
事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 110.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 178.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 111.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 144.2 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 95.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 両方下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 142.9 ％） （達成度 250.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 両方変更する

青年部・女性部事
業

青年部・女性部員間での交
流や社会福祉を通じて地域
との関わりを持つことによ
り、地域社会の発展に寄与
することを目的とする。

青年部
開催回数（会議・事業）　12
参加人数　　　　　　　　215人
女性部
開催回数（会議・事業）　10
参加人数　　　　　　　　273人

小規模事業者

指標
事業参加人数

部会・委員会事業

商業・工業などの各部会
や、食品会などの部会、委
員会等活動を行い、参加企
業の発展に資することを目
的とする。

商業部会
開催回数（会議・事業）　　8
企業数　　　　　　　　　　179
工業部会
開催回数（会議・事業）　  3
企業数　　　　　　　　　　95
食品会
開催回数（会議・事業）　　6
企業数　　　　　　　　　　406

小規模事業者

指標

参加企業数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

地域の活性化に貢
献できるような事
業を実施する。

目標
数値

440
実績
数値

488
目標
数値

指標

青年部・女性部員間での
交流や社会福祉を通じて
地域との関わりを持つこ
とにより、地域社会の発
展に寄与することができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

福利厚生事業

　中小企業、小規模企業の
経営・雇用の持続的な安定
を図るために、各種共済制
度の普及や従業員の健康診
断事業の実施等、企業の健
全な育成に資することを目
的とする。

健康診断事業　参加企業数
111　参加人数 232　小規模企
業共済　加入企業数　403　特
定退職金共済　加入数　113
愛知県火災共済　加入企業数
137　中小企業共済　加入企業
数　576　中小企業PL保険制度
加入企業数　35　海外PL保険制
度　加入企業数　1　倒産防止
共済　加入企業数　41　中小企
業退職金共済　加入企業数　11
全国商工会会員福祉共済　加入
企業数 11　全国商工会休業補
償制度   加入企業数 2  商工
貯蓄共済年金  加入企業数  5

小規模事業者

指標

参加・加入人数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後、企業の参加
を促す事業を積極
的に実施する。事
業者数減少のた
め。

目標
数値

380
実績
数値

680
目標
数値

指標

先進地視察事業（商業部
会、工業部会視察研修
会）を通して、経営意欲
や今後の経営方針等につ
いて効果があった。ま
た、各企業の抱える問題
や地域商工業の活性化に
資することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

労働保険事業

　事業主等の委託を受け
て、事業主に代わって労働
保険料の申告納付その他労
働保険に関する各種の届出
等の事務手続を行うことに
より、中小事業主の事務処
理の負担を軽減し、労働保
険の適用促進及び労働保険
料の適正な徴収を図ること
を目的とする。

委託事業所数　　173

小規模事業者

指標

委託事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

企業の安定のため
の各種共済制度の
PRを、積極的に推
進する。

目標
数値

1,500
実績
数値

1,678
目標
数値

指標

中小企業、小規模企業の
経営・雇用の持続的な安
定を図るために、各種共
済制度の普及や従業員の
健康診断事業の実施等、
企業の健全な育成をする
ことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

青色申告会・法人
会事業

　青色申告会・法人会等の
税務支援団体・地域貢献団
体の活動をサポートし、事
業運営に協力することによ
り、国・地方公共団体、地
域社会への貢献や発展のた
めの一助となり、ひいて
は、商工業の活性化に資す
ることを目的とする。

青色申告会
　企業数　  146
　開催回数　  6
　参加人数　146
法人会
　企業数　   101
　開催回数　   8
　参加人数　 101

小規模事業者

指標

参加企業数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

未手続事業場を含
め、より一層の適
用促進に努める。

目標
数値

120
実績
数値

173
目標
数値

指標

事業主等の委託を受けて、
事業主に代わって労働保険
料の申告納付その他労働保
険に関する各種の届出等の
事務手続を行うことによ
り、中小事業主の事務処理
の負担を軽減し、労働保険
の適用促進及び労働保険料
の適正な徴収を図ることが
できた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

若手後継者育成事
業

事業の持続的発展を担う若手後
継者は事業計画の策定方法を学
び事業の実現性を見つめ直すと
ともに、各種施策の理解を深め
活用方法を身につけることが必
要である。
　そこでセミナーを開催し、知
識を習得すると共に自身の企画
を事業計画にする機会を設ける
ことで新たな取り組みの促進を
図る。

セミナー　　2回
参加事業所数　　40名

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

引き続き、より企
業ニーズに沿った
事業を推進し、よ
り多くの企業が参
加できるよう努め
る。事業者の減少
のため。目標

数値
260

実績
数値

247
目標
数値

指標

青色申告会・法人会等の税
務支援団体・地域貢献団体
の活動をサポートし、事業
運営に協力することによ
り、国・地方公共団体、地
域社会への貢献や発展のた
めの一助となり、ひいて
は、商工業の活性化につな
がった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

目標
数値

70
実績
数値

100
目標
数値

満足度調査

指標

参加事業所数
若手後継者の事業に対す
る実情把握と理解を深
め、セミナーを通じて知
識の習得と事業計画策定
につなげることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

16
実績
数値

40

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営計画策定にお
いてニーズのあっ
た個別相談を開催
し、より一層の個
社支援を深める事
業とする。

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


